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男女共同参画セミナーの様子

地区貸与の乗用型除雪機械

拡幅改良予定の上線
（網野町）

整備中の田井垣線
（大宮町）
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■男女共同参画セミナーの開催
【民生費】  （継続）  48万円

（市民部　市民課）

　本市では、京丹後市男女共同参画計画（後期計画、
平成 23 年 6 月策定）に基づき、男女共同参画社会の
実現を目指すための施策を実施しています。
　男女が性別で差別されることなく、個人の個性と
能力が十分に発揮できる社会が実現できるよう、市
民、事業者、市民団体等を対象に意識啓発の取り組
みとして、「配偶者や親しい男女間での暴力防止」や
「仕事と生活との調和」などをテーマとしたセミナ
ーを開催します。

男女が互いに人権を尊重しあえる社会の実現へ

４  男女共同参画の推進

■道路パトロール事業
【土木費】  （継続）  1,108万円

（建設部　管理課）

　市道などの維持管理を行うため、道路パトロール
作業員 4人を任用し、道路の補修や通行の妨げとな
る支障木の撤去および草刈などを行い、交通の安全
および道路景観の保全を確保します。

■除雪機械整備事業
【土木費】  （継続）  3,570万円

（建設部　管理課）

　積雪時のきめ細かな除雪作業をより迅速に行う
ため、老朽化した大型の除雪機械を 3台購入（11 ㌧
級・8㌧級・5㌧級）するとともに、狭い市道（生活
道路など）を除雪するため、地域協働による地区貸
与用の小型除雪機械 3台（乗用型 2台・歩行型 1台）
を購入し、冬期における交通の安全・安心を確保し
ます。

市道などの維持管理を行います

■市道の改良など
【土木費】  （継続）  3億2,751万円

（建設部　土木課）

○道路新設改良事業 （６路線）　　　　　2,937 万円
　通行に支障が生じている道路の新設改良を行い、
交通の円滑化と災害、事故等の発生を未然に防止し
ます。
　　峰山町　　角地栄町線
　　大宮町　　荘厳庵千丈敷線
　　網野町　　小浜掛津線、 上線、 網野下岡線
　　弥栄町　　黒ノ奥線

○社会資本整備総合交付金事業（９路線）
　　　　　　　　　　　　　　　　２億 9,814 万円
　国の交付金を活用し、道路改築、交通安全、道路修
繕工事を実施することにより、安心・安全なまちづ
くり、観光と産業の振興を図ります。

　◇道路改築
　　　大宮町　　　周枳森本線
　　　網野町　　　郷新田岡線
　　　丹後町　　　大門橋本線
　　　久美浜町　　栃谷口馬地線
　◇交通安全
　　　峰山町　　　下ノ割堂ゴヤ線
　　　大宮町　　　田井垣線、千丈敷下沖線
　◇道路修繕
　　　大宮町　　　長岡口大野線、奥大野中央線
　◇府営事業負担金
　　　網野町　　　内ヶ森西池新田線（浅茂川橋）
　　　久美浜町　　鹿野第一横断線（橋ノ坪橋）

安全、快適な生活基盤の整備に努めます

１  道路ネットワークの整備

■木造住宅の耐震診断事業
【土木費】  （継続）  110万円

（建設部　都市計画 ・ 建築住宅課）

　耐震性の低い建物は、地震のときに倒壊の可能性
が高く、居住している方の生命を危険にさらす恐れ
があり、また、建物の倒壊により避難路が塞がれ、救
出・消火活動の妨げになることが予想されます。
　このため、個人住宅の耐震診断を行い、建物の耐
震性を判定します。
　対象となる建物は、昭和 56 年以前の旧耐震基準
で建てられた木造住宅です。診断は、京都府に登録
している耐震診断士が行います。
　昨年度から、耐震補強概算工事費の提示、改修に
関する提案やアドバイスを受けることもできます。
　※診断には、3,000 円の個人負担が必要となりま
す。

地震による住宅の倒壊を防ぎましょう

■木造住宅耐震改修費補助金
【土木費】  （拡充）  750万円

（建設部　都市計画 ・ 建築住宅課）

　耐震診断の結果、「地震で倒壊または崩壊する危
険性がある」と判定された木造住宅について、現在
の耐震基準に適合する耐震補強工事を行う場合に、
90 万円を上限として、4分の 3を補助します。
　また、今年度から耐震性が確実に向上すると判断
される簡易な改修については、30 万円を上限とし
て、 4 分の 3を補助します。

２  住宅の供給と安心できる住環境の整備

快適・安全・交流都市形成プロジェクト構想

Ⅵ 災害に強く、快適で暮らしやすい
うるおい安全都市

　市民、事業者、市民団体等と行政が一体となって京
丹後市における男女共同参画推進のための取り組み
をより一層進めるため、「京丹後市男女共同参画条例
（平成 23 年 7 月 1 日施行）」 を制定しています。




